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研究成果の概要： 
本研究では戦前の農林省統計『農家経済調査』の原資料を基にデータベース化を行った。同時

に、調査の設計思想(農家簿記)、手法等に関し詳しい検討を加え、さらに経済史的に重要な戦

間期の農家経済の変貌を数量的に捉えた。これらの結果は、経済史上の問題に止まらず、現在

の開発経済学や現代経済学上の家計内、家計間のリスクに対する保険機能との関連で極めて重

要な示唆を与えてくれるものであり、その分析手法の検討も行った。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006 年度 15,600,000 4,680,000 20,280,000 

2007 年度 14,400,000 4,320,000 18,720,000 

2008 年度 7,200,000 2,160,000 9,360,000 

年度    

  年度    

総 計 37,200,000 11,160,000 48,360,000 

 
 
研究分野：経済史研究 
科研費の分科・細目：経済学・経済史（３６０７） 
キーワード：経済史、経済統計学、農業経済学 
 
１．研究開始当初の背景 

戦前期に農林省が収集した政府統計である

『農家経済調査』とその個票を利用すること

によって、我が国の経済発展の中で農業が果

たしたさまざまな役割を、経済史、計量経済

学、開発経済学等の立場から本格的かつ総合

的に再検討を加えることにある。『農家経済

調査』は農林省統計調査部が大正2年以後毎年

行ってきた我が国の農家の経営、経済活動に

関する極めて精緻な統計資料であり、農家経

済の全体像を把握することを目標としてきた。

実際、利用できる資料は、統計調査項目など

によって大正10年(1921)-大正12年(1923)、大

正13年(1924)-昭和5年(1930)、昭和6年(1931)

-昭和16年(1941)、昭和17年(1942)-昭和23年

(1948)の四期に分かれている。これらの時期

は、第一次大戦後のブーム期、その後の昭和

恐慌期、日中戦争の勃発とその後の植民地支
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配期、そして第二次大戦の勃発と戦時中の食

糧管理期に対応しており、それぞれが経済学

的に極めて興味深い時期に当たっている。 

これら『農家経済調査』の刊行された報告

書は、これまでも経済史家や農業経済学者に

よってよく使われてきた資料である。しかし、

調査そのものに関する諸問題、たとえば調査

対象の選別方法、調査の具体的な実施方法、

調査員の資格や訓練などの経緯はほとんど

明らかではなく、それらがデータの質に対し

て持ったであろう影響に関しては検討され

たことがあまりなかった。 

 
２．研究の目的 

本研究ではそのような資料論的な検討を踏

まえた上で、さらにその個別農家調査表のデ

ータベース化と、同一農家が連年にわたって

調査されている場合には、そのパネルデータ

化をも行なう。この作業には膨大な時間と人

力とを要する。すべての県の資料を対象とす

ることは3年間のプロジェクトでは不可能な

ので、本研究では10県分（具体的には茨城、

新潟、富山、山梨、静岡、愛知、大阪、島根、

徳島、福岡）を集中的な研究対象とする。そ

のサンプルにつき、コンピュータ技術の最先

端の成果を取り入れつつ、今後多くの研究者

によって利用されるようなデータベースを

構築し、このデータを用いた実証分析の基点

を示すことが、本研究の基礎をなす。 

 
３．研究の方法 

研究方法としては学際的に多方面から本

データにアプローチした。 

 

（1）経済史・経済学 

 10県の本格的な分析に入る前に、①1920-3

0年代の経済史上の検討課題と本資料との関

連を明らかにしておく。②現代の日本経済や

発展途上国経済への含意という観点から、本

資料が提供してくれる情報の利用方法に関し

て検討を加える。③自給部門が重要な自営業

者・家計・村落経済の分析手法（異時点間資

源配分、消費平準化・予備的貯蓄、コミュニ

ティのリスク分担保険機能など）について、

検討を加える。④『農家経済調査』を用いた

実証分析と比較可能な分析に用いることので

きるアジア途上国のミクロデータを、経済の

発展段階の上で類似の状況にある事例に関し

て、収集・整理し、定量分析を開始する。 

 

（2）計量経済学 

 本格的な計量経済学分析はデータベース形

成によって10県分のデータが蓄積されてから

になるが、準備作業として、他のデータソー

スから当該10県分の経済統計を収集、整備す

る。また、日本全体のマクロ経済統計も長期

時系列統計などから抽出しておく。計量経済

学手法として小サンプルのパネルデータの分

析方法について検討を加える。 

 

（3）統計調査論 

 大正2年に開始された『農家経済調査』の開

始前の準備状況とこの統計が必要であると認

識された経緯について、歴史資料を探索し、

概要を把握する。調査対象の選別理由を地域

の農会との関係から探り、また調査の具体的

な実施方法、そして集められた個票の集計過

程などを、刊行されている『農家経済調査報

告書』と対比させることで検討する。 

 

（4）データベース作成 

 本研究では、分析の対象となる『農家経済調

査』の「個別原票」の入力とそのチェックを

済ませることが前提となる。これまでに作業

が進行している新潟、富山、山梨、静岡、愛

知、大阪、島根、徳島、福岡のデータベース

化を完成させる。同時に、既に完成している



 

 

茨城のデータを利用しながら、データベース

上の問題点を確認して、追加的に入力してい

る９県分のデータベースに、それを反映させ

る。 

 
４．研究成果 

データベースおよびパネルデータの形成

については、（1）農家経済調査個別原票のマ

イクロフィルム撮影を、38 道府県分行った。

（2）これまでに撮影したマイクロフィルム

からのデジタル画像化および焼付の作業に

ついては、27 道府県分完了した。（3）個別農

家世帯のデータ入力、および校正が完了した

データについて、パネルデータ化の作業を順

次すすめた。その結果、茨城、大阪、山梨、

徳島の 4 県分が完了した。また、これまでに

データ入力が完了した府県についても、順次

校正作業をすすめた。 
パネルデータの利用については、その分析

をサポートするため、（4）平成 20 年 9 月に

「農家経済調査の資料論的検討」について研

究会を開催した。そこでは、本科研参加者を

中心として、明治から昭和初期にかけての農

家経済調査のデータの特質、利用上の注意点、

また、比較史的な視点にもとづいた報告と議

論が行われた。この研究会での報告をもとに、

（5）『農家経済調査の資料論研究』(統計資料

シリーズ No.63)を刊行した。そして、（6）農

家世帯における労働と消費について、パネル

データを利用した最初の分析結果を学術雑

誌小特集において発表した(『経済研究』第

60 巻第 2 号)。 
これらの作業と並行して、各研究者は農業

経済、開発経済、計量経済学、経済史、統計

資料論、データベース理論の立場から研究を

進め、以下に示すように精力的に論文を発表

した。 
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